
土地改良施設維持管理適正化事業事務費交付金交付要領 

 

第１ 趣旨 

本会は、本会の土地改良施設維持管理適正化資金拠出約款第１２条第１項の規定に基

づき、整備補修事業(一般型)、整備補修事業（連携管理保全型）、整備補修事業（一般

型）緊急整備補修（以下「緊急整備補修」という。）、施設改善対策事業（以下「施設

改善事業」という。）、安全管理施設整備対策事業（以下「安全整備事業」という。）、

整備補修事業（一般型）安全整備事業緊急整備補修（以下「安全整備事業緊急整備補修」

という。）及び防災減災機能等強化事業（以下「防災減災事業」という。）に係る地方

連合会の事務に要する経費の一部について事務費交付金を交付するものとし、その事務

費交付金の額その他交付手続き等について、同条第２項の規定に基づき、この要領を定

める。  

 

第２ 事務費交付金の額 

１ 事務費交付金の総額は、毎年度予算で定める。  

２ 事務費交付金の地方連合会別の交付金額は、当該地方連合会ごとの整備補修事業（一

般型）、整備補修事業（連携管理保全型）、緊急整備補修、施設改善事業、安全整備

事業、安全整備事業緊急整備補修及び防災減災事業の事業量等を勘案して、本会会長

が定める。  

 

第３ 事務費交付金交付手続 

１ 本会会長は、第２の２により地方連合会別の交付金額を定めたときは、これを当該

地方連合会に内示するものとする。  

２ １により内示を受けた地方連合会は、別紙様式第１号による事務費交付金交付申請

書を本会に提出するものとする。  

３ ２の交付申請書の提出時期は、本会が毎年度別に定める日までとする。  

４ 本会は、地方連合会に対し事務費交付金の交付決定を行った場合は、この旨を別紙

様式第２号により地方連合会に通知するものとする。  

 

第４ 事務費交付金の交付決定前の着手 

地方連合会の事務は、原則として第３の４の事務費交付金の交付決定後に着手するも

のとする。 

ただし、本会が、土地改良施設維持管理適正化事業実施要領１４の規定により、土地

改良施設維持管理適正化事業補助金交付決定前着手届（以下「着手届」という。）を提

出した場合は、着手届の着手予定年月日以降、着手届の理由の範囲において着手できる

ものとする。 

 

第５ 事務費交付金の交付時期等 

１ 第３の４により決定した事務費交付金は、前期と後期に分割して交付するものとす

る。 

２ 前期の交付金は９月、後期の交付金は１２月を目途にし、前期にあっては賦課金相
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当額を、後期にあっては交付決定額から前期に交付した額を控除して得た額に相当す

る額を交付するものとする。  

なお、交付金を交付した場合は、整備補修事業（一般型）にあっては別紙様式第３

号、整備補修事業（連携管理保全型）及び防災減災機能等強化事業にあっては別紙様

式第３号の２により地方連合会に通知するものとする。 

 ３ 緊急整備補修の事務費は、その緊急性に鑑み一括して交付するものとする。 

 ４ 防災減災事業に係る事務費交付の時期については、別途定めるものとする。 

 

第６ 支出精算の報告等 

１ 地方連合会は、事務費交付金に係る事務を了したときは、別紙様式第４号による支

出精算書を本会に提出するものとする。  

２ １の支出精算書の提出時期は、翌年度の４月３０日までとする。  

３ 地方連合会は、事務費交付金の支出についての証拠書類を整備し、これを５ヵ年間

保管するものとする。  

 

第７ 緊急整備補修、安全整備事業緊急整備補修 

緊急整備補修に係る別紙様式は別記１に、安全整備事業緊急整備補修に係る別紙様式

は別記２によるものとする。  

 

附  則 
この要領は、 昭和５２年１０月２５日から実施する。  

 
附  則 

この要領は、 昭和６３年４月１日から実施する。  
 

附  則 
この要領は、 平成１０年４月１日から実施する。  

 
附  則 

この要領は、 平成１３年４月１日から実施する。  
 

附  則 
この要領は、 平成２０年９月３０日から実施する。  

 
附  則 

この要領は、 平成２１年６月１５日から実施する。  
 

附  則 
この要領は、 平成２３年８月１８日から実施する。  

 
附  則 

この要領は、 平成２８年５月２７日から実施する。  
 

附  則 
この要領は、 平成２９年４月２７日から実施する。 

 

   附  則 
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 この要領は、令和２年８月２５日から実施する。 

 

    附  則 

 この要領は、令和４年４月１１日から実施する。 

 

附  則 

 この要領は、令和７年５月２１日から実施する。 

 

  附  則 

 この要領は、令和８年４月１日から実施する。 
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（別紙様式第１号）

番 号

年 月 日

全国土地改良事業団体連合会長 殿

○○県土地改良事業団体連合会

会長

年度 土地改良施設維持管理適正化事業事務費交付金の交付申請書

このことについて、全国土地改良事業団体連合会土地改良施設維持管理適正化事業事務

費交付金交付要領第３の２により、下記のとおり交付金の交付を申請します。

記

金 円也

１．事務費交付金の支出計画

（単位：円）

費目 支出計画額 摘 要

人 件 費

旅 費

需 用 費

役 務 費

計

２．事業別内訳 別紙

様式-1



様式-2



（別紙様式第２号）

番 号

年 月 日

○○県土地改良事業団体連合会長 殿

全国土地改良事業団体連合会

会長

年度 土地改良施設維持管理適正化事業事務費交付金の交付決定について

年 月 日付け 第 号をもって申請のあった 年度土地改良

施設維持管理適正化事業事務費交付金を下記のとおり交付することに決定したので通知し

ます。
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記

１．事務費交付金の対象となる費目は、 年 月 日付け第 号で申請のあった

土地改良維持管理適正化事業事務費交付金（以下「適正化事業事務費交付金」とい

う。）の交付申請書の支出計画額（以下「支出計画」という。）の内容記載欄のとおりと

する。

２．適正化事業事務費交付金のうち、整備補修事業（一般型）事務費交付金の前期と後期

の交付金の額は、次のとおりとする。

（１）整備補修事業（一般型） 事務費交付金の総額 円

前期の交付金額 円

後期の交付金額 円

（２）施設改善事業 事務費交付金の総額 円

前期の交付金額 円

後期の交付金額 円

（３）安全整備事業 事務費交付金の総額 円

前期の交付金額 円

後期の交付金額 円

３．適正化事業事務費交付金を支出計画に記載された費目以外に充当した場合は、その充

当した額は返納させるものとする。

４．適正化事業事務費交付金を受けた者は、事業別に事務費交付金に係る収入及び支出を

明らかにした帳簿を整え、かつ、当該収入及び支出について証拠書類を適正化事業が終

了した年度の翌年度から起算して５ヶ年間保管しなければならないものとする。

５．土地改良施設維持管理適正化事業事務費交付金交付要領第５により、事務費交付金に

係る事務を終了したときは、同要領別紙様式第３号による支出精算書により４月３０日

までに本会に報告しなければならないものとする。

６．適正化事業事務費交付金を受けた者は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する

法律（昭和３０年法律第１７９号。以下「適化法」という。）、土地改良事業関係補助金

交付要綱（昭和３１年８月１３日付け３１農地第３９６６号。）、土地改良施設維持管理

適正化事業実施要綱（昭和５２年４月２０日付け５２構改Ｂ第６００号）及び土地改良

施設維持管理適正化事業実施要領（昭和５２年４月２０日付け５２構改Ｂ第６０１号）、

施設改善対策事業実施要領（昭和６２年５月２０日付け６２構改Ｂ第５００号）、安全

管理施設整備対策事業実施要領（平成２９年３月３１日付け２８農振第２１５５号）に

従わなければならない。

７．適正化事業事務費交付金を受けた者は、実績報告（適化法第１４条の規定による報告

をいう。）を行うに当たって、当該交付金のうち国庫補助金に係る消費税仕入控除税額

様式-4



（国庫補助対象経費に含まれる消費税相当額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０

８号）に規定する仕入れに係る消費税として控除できる部分の金額に国庫補助率を乗じ

て得た額をいう。以下同じ。）が明らかになった場合には、これを国庫補助金額から減

額して報告しなければならない。

８．適正化事業事務費交付金を受けた者は、実績報告書の提出後に、消費税の申告により

当該国庫補助金に係る消費税仕入控除税額が確定した場合には、その金額（実績報告に

おいて前記７により減額した場合にあっては、その金額が減じた金額を上回る部分の金

額）を補助金交付要綱の別記様式第５号により速やかに全国土地改良事業団体連合会に

報告するとともに、その後の処理については全国土地改良事業団体連合会の指示による

ものとする。

様式-5



（別紙様式第３号 整備補修事業（一般型）） 

 

番     号 

年  月  日 

 

 

  ○○県土地改良事業団体連合会長 殿 

 

全国土地改良事業団体連合会 

会長 

 

 

    年度 整備補修事業（一般型）事務費交付金の交付について（前期・後期） 

 

 

 

 

 年   月   日付け  第   号で交付決定した標記交付金は本日付けで下

記のとおり送金したので通知します。 

 

 

記 

 
  
 
   （１）整備補修事業（一般型） 交付金額       円 
 

   （２）施設改善事業      交付金額       円 

 

   （３）安全整備事業      交付金額       円 
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（別紙様式第３号の２ 整備補修事業（連携管理保全型）） 

 

番     号 

年  月  日 

 

 

  ○○県土地改良事業団体連合会長 殿 

 

全国土地改良事業団体連合会 

会長 

 

 

    年度 整備補修事業（連携管理保全型）事務費交付金の交付について 

 

 

 

 

 年   月   日付け  第   号で交付決定した標記交付金は本日付けで下

記のとおり送金したので通知します。 

 

 

記 

 
  
 

      事務費交付金額            円 
 
 

 

 

 

 

（施行注意） 

 防災減災機能等強化事業にあっては、当該事業名に改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式-7



（別紙様式第４号）

番 号

年 月 日

全国土地改良事業団体連合会長 殿

○○県土地改良事業団体連合会

会長

年度 土地改良施設維持管理適正化事業事務費交付金の支出実績（精算）報告書

年 月 日付け 第 号をもって、交付を受けた土地改良施設維持

管理適正化事業事務費交付金の支出について、下記のとおり実績（精算）を報告致します。

記

金 円

１．全体の支出

（単位：円）

費 目 精 算 額 支出予定計画額 差引増△減 摘 要

人 件 費

旅 費

需 用 費

役 務 費

計

２．事業別内訳 別紙

様式-8
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別記１

緊急整備補修に係る様式は、次のように改めるものとする。

No 要領の区分 様式番号 改める部分 改める内容

1 第3の2 別紙様式第1号 件名 「土地改良施設維持管理適正化事業事務

第3の4 別紙様式第2号 件名、本文 費交付金」を「整備補修事業（一般型)(緊

記の1 急整備補修)事務費交付金」に改める。

第6の1 別紙様式第4号 件名、本文

2 第5の2 別紙様式第3号の2 件名 「整備補修事業（連携管理保全型）事務費

交付金を「整備補修事業（一般型）（緊急整

備補修）事務費交付金」に改める。

3 第3の2 別紙様式第1号 記の2、別紙

第3の4 別紙様式第2号 記の2 削除

第6の1 別紙様式第4号 記の2、別紙

4 第3の4 別紙様式第3号の2 記の3～8 「記の2～7」に改める。」

別記2

安全整備事業緊急整備補修に係る様式は、次のように改めるものとする。

No 要領の区分 様式番号 改める部分 改める内容

1 第3の2 別紙様式第1号 件名 「土地改良施設維持管理適正化事業事務費

第3の4 別紙様式第2号 件名、本文 交付金」を「安全管理施設整備対策事業（整

記の1 備補修)事務費交付金」に改める。

第6の1 別紙様式第4号 件名、本文

2 第5の2 別紙様式第3号の2 件名 「整備補修事業（連携管理保全型）事務費交

付金を「安全管理施設整備対策事業（緊急整

備補修）事務費交付金」に改める。

3 第3の2 別紙様式第1号 記2の事業別

内訳、別紙 削除

第3の4 別紙様式第2号 記の2

第6の1 別紙様式第4号 記の2事業別

内訳、別紙

4 第3の4 別紙様式第3号の2 記の3～8 「記の2～7」に改める。」


